
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和3年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

番号 措置名 補助事業の名称 補助事業者名
補助事業に要し

た経費
補助充当額 備　考

1
福祉対策

措置
ゆうゆう館（保健セン
ター）維持運営事業

茨城町 20,920,200 15,224,000



Ⅱ．事業評価個表（令和3年度）
番号 措置名 補助事業の名称

1 福祉対策措置 ゆうゆう館（保健センター）維持運営事業

補助事業に関係する
市町村の主要政策・
施策とその目標

【主要政策・施策】
茨城町第６次総合計画前期基本計画
第１章　健やかでやさしい健康・福祉のまち
　１－１保健・医療
　　１－１－２健康づくり支援体制の充実
　　　④各種検診やがん検診の受けやすい体制を整え，受診率の向上を図ります。

【目標】
胃がん検診受診者数　1,798人（令和4年度）
（町総合計画の成果指標における胃がん検診受診率15％に相当する受診者数）
（令和3年2月末時点対象者数11,992人：40歳以上国保加入者6,693人+後期高齢加入者5,299
人）

※現状における目標値のめやす　：　胃がん検診受診者の数 1,777人
（令和4年2月末時点対象者数 11,848人：40歳以上国保加入者 6,504人+後期高齢加入者
5,344人）

事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度

補助事業者名 茨城町
補助事業実施場所 茨城町大字小堤

補助事業の概要

茨城町総合福祉センター「ゆうゆう館（保健センター）」における,保健師その他職
員の6月～12月分の人件費。
茨城町は,茨城町第６次総合計画に基づき,すべての町民が健康で明るく元気に暮らせ
る「健やかでやさしい健康・福祉のまち」実現に向け,様々な施策に取り組んでおり
ますが,その実現のためには,各種がん検診や健康診査の受診率向上のための取り組み
の充実が必要です。そのような状況の中,茨城県電源立地地域対策補助金を活用し,茨
城町における健康づくりの拠点であるゆうゆう館（保健センター）の維持運営に努め
ております。

事業期間の設定理由 茨城町第6次総合計画前期基本計画の終期まで

補助事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和３年度
胃がん検診
受診者数
1,331人

胃がん検診
の受診者数

成果実績 人 771
目標値 人 1,331
達成度 ％ 57.9%



　本事業の成果目標である胃がん検診受診者数において，令和2年度受診者数675人に対し,令
和4年2月末の受診者数は771人となりました。この令和3年度受診者数には，今後医療機関から
報告される2月の医療機関受診分が含まれておりませんが，令和2年度受診者数より100人程度
増加することが想定されます。

　しかしながら，令和4年度成果目標人数には及ばないため，当事業の継続により「ゆうゆう
館（保健センター）」の維持運営を図りつつ，ホームページや広報紙等を利用した広報活動
や，医療機関の受入れ体制の環境整備，また，昨年度より開始したウェブ受付の継続実施と，
各地区の集落センター等に，胃がん医療機関検診のポスター掲示を行いながら，各種がん検診
や健康診査の受診率向上を図ることにより，すべての町民が健康で明るく元気に暮らせるまち
づくりを進めてまいります。

45

補助事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため,成果実績が判明次第早期に評価を
実施するため。

補助事業の定性的な成果及び評価等

補助事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和元年度 令和２年度

45

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

46

達成度 ％ 100.0% 82.2% 100.0%

令和３年度

ゆうゆう館（保健セン
ター）における,各種が
ん検診や健康診査の実
施回数

活動実績 回 45 37 46

活動見込 回

15,138,000 15,164,000 15,224,000 45,526,000

補助事業の総事業費
等

令和元年度 令和２年度 令和３年度 備　考

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
保健師その他職員の人件

費（6月～12月分）
雇用 保健師その他職員10名 20,920,200

補助事業の契約の概要

補助充当額 15,138,000 15,164,000 15,224,000

うち経済産業省分

総事業費 20,972,688 22,042,100 20,920,200 63,934,988
45,526,000

うち文部科学省分



　　　　（６）　成果目標及び成果指標の欄は、補助事業に関係する都道府県又は市町村の主要政策・施策とそ
　　　　　　　の目標を踏まえて定量的に記載すること。当該事業の定量的評価が困難な場合には、成果目標の欄

補助事業の担当課室

　　　　　　　施した課室の名称を記載すること。事業実施課室と評価実施課室が同一でも差支えない。

　　　　　　　た改善点並びに評価に第三者機関等を活用した場合には当該機関等の評価を記載すること。
　　　　（10）　評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄については、第三者機関等を活用した場合にあっては、
　　　　　　　第三者機関等の名称及び構成員等を記載すること。
　　　　（11）　補助事業の活動指標及び活動実績の欄は、当該事業の進捗度、利用量等の活動量を記載すること。
　　　　（12）　補助事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

　　　　（８）　成果実績の欄は、評価年度に成果指標に基づき測定した数値を記載すること。ただし、評価年度
　　　　　　　が到来していない場合は、成果実績の欄は空欄とし、評価年度に別途、報告を行うこと。
　　　　　　　　なお、成果実績を別途報告する際に、補助事業の評価に第三者機関等を活用する場合には、当
　　　　　　　該機関等による評価についても、併せて報告を行うこと。
　　　　（９）　補助事業の定性的な成果及び評価等の欄は、上記（６）の定量的評価が困難な場合における定
　　　　　　　性的な成果及び評価の記載のほか、成果実績が目標値に達しない場合の要因分析及び次年度に向け

　　　　（13）　補助事業の担当課室の欄は事業を実施した課室を、補助事業の評価課室の欄は事業評価を実

茨城町　保健福祉部　健康増進課
補助事業の評価課室 茨城町　町長公室　地域政策課
（備考）（１）　事業ごとに作成すること。 
　　　　（２）　番号の欄には、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。

　　　　（４）　補助事業に関係する市町村の主要政策・施策とその目標の欄は、当該事業が関連づけ
　　　　　　　　られている当該市町村の上位政策・施策とその目標を記載すること。

　　　　　　　に、定性的な目標を、補助事業の定性的な成果及び評価等の欄に、定性的な成果及び評価を記載
　　　　　　　すること。
　　　　（７）　評価年度及び評価年度の設定理由の欄は、補助事業の内容、成果目標及び成果指標を踏まえ記
　　　　　　　載すること。
　　　　　　　　なお、補助事業の評価に第三者機関等を活用する場合、評価年度の設定には当該機関等による
　　　　　　　評価実施時期も考慮すること。

　　　　（３）　補助事業の概要の欄は、事業内容、必要性、期待される効果等を記載すること。

　　　　（５）　事業期間が複数年度にわたる事業については事業期間の設定理由を記載すること。


